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議案第２号

(総則)

第１条　令和２年度田川広域水道企業団水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

(業務の予定量)

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（末端給水）

(1) 給水戸数 46,409 戸

(2) 年間総給水量 12,518,792 立方米

(3) 1日平均給水量 34,298 立方米

(4) 主な建設改良事業 広域化施設整備事業、運営基盤強化事業及び一般建設改良事業

（用水供給）

(1) 供給対象 田川市水道事業、川崎町水道事業、糸田町水道事業、

福智町水道事業

(2) 年間総供給水量 8,906,000立方米

(3) 一日平均供給水量 24,400立方米

(4) 主な建設改良事業 広域化施設整備事業、運営基盤強化事業及び一般建設改良事業

(収益的収入及び支出)

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第1款　水道事業収益 3,600,302 千円

　第1項　営業収益 2,825,681 千円

　第2項　営業外収益 774,617 千円

　第3項　特別利益 4 千円

第1款　水道事業費用 3,348,569 千円

　第1項　営業費用 3,217,608 千円

　第2項　営業外費用 110,637 千円

　第3項　特別損失 1,605 千円

　第4項　予備費 18,719 千円

令和２年度　田川広域水道企業団水道事業会計予算書

収　　入

支　　出
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(資本的収入及び支出)

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。(資本的収入額が資本的支出額

　に不足する額781,038千円は消費税及び地方消費税資本的収支調整額並びに損益勘定留保資金

　等で補填するものとする。)

第1款　資本的収入 4,609,439 千円

　第1項　企業債 1,706,200 千円

　第2項　出資金 1,389,101 千円

　第3項　補助金 1,394,875 千円

　第4項　負担金 90,004 千円

　第5項　加入金 29,257 千円

　第6項　固定資産売却代金 2 千円

第1款　資本的支出 5,390,477 千円

　第1項　建設改良費 5,038,685 千円

　第2項　企業債償還金 337,892 千円

　第3項　予備費 5,000 千円

(債務負担行為)

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

(単位　千円)

令和３年度

期　　間事　　項

水道料金改定計画等策定業務
令和３年度から
令和４年度まで

水道事業広域監視システム保守等業務
令和３年度から
令和４年度まで

限度額

収　　入

支　　出

1,200

白鳥浄水場（仮称）造成工事
工事請負契約書に定める

契約金額

委託契約書に定める
契約金額
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(企業債)

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

(単位　千円)

起債の目的 限度額 利率 償還の方法

4.00％以内

(予定支出の各項の経費の金額の流用)

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用できる場合は、次のとおりと定める。

(1)　営業費用及び営業外費用の間の流用(消費税及び地方消費税に不足が生じた場合)

(議会の議決を経なければ流用することができない経費)

第８条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、

　又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならな

　い。

(1)　職員給与費 394,154 千円

(2)　交際費 250 千円

(たな卸資産の購入限度額)

第９条　たな卸資産の購入限度額は、45,387千円と定める。

令和２年２月２１日 提出

田川広域水道企業団　企業長　二場　公人

上水道事業

　ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる資金
について、
利率見直し
を行った後
において
は、当該見
直し後の利
率。

　ただし、事業の進捗状
況により翌年度とするこ
とがある。

　借入先の融資
条件による。
　ただし企業財
政その他の都合
により繰上償還
又は低利に借り
換えることがで
きる。

1,710,000

借入先　　財務省

借入時期　令和２年度

　　　　　その他

起債の方法

借入方法　証書借入
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予算に関する説明書



収　　　入 (単位：千円)

款 項 目 予定額 備　考

1　水道事業収益 3,600,302

1　営業収益 2,825,681

1　給水収益 2,795,389

2　受託工事収益 16,501

3　その他の営業収益 13,791

2　営業外収益 774,617

1　受取利息 1,159

2　他会計負担金 2,917

3　補助金 966

4　長期前受金戻入 527,374

5　受託工事収益 3

6　消費税及び地方消
   費税還付金

239,091

7　雑収益 3,107

3　特別利益 4

1　固定資産売却益 2

2　過年度損益修正益 1

3　その他特別利益 1

支　　　出 (単位：千円)

款 項 目 予定額 備　考

1　水道事業費用 3,348,569

1　営業費用 3,217,608

1　原水及び浄水費 1,312,010

2　配水及び給水費 284,342

3　受託工事費 16,502

4　総係費 319,743

令和２年度　田川広域水道企業団水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出
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款 項 目 予定額 備　考

5　減価償却費 1,229,582

6　資産減耗費 55,227

7　その他営業費用 202

2　営業外費用 110,637

1　支払利息 81,930

2　受託工事費 3

3　消費税及び
　 地方消費税

28,700

4　雑支出 4

3　特別損失 1,605

1　固定資産売却損 2

2　過年度損益修正損 1,601

3　その他特別損失 2

4　予備費 18,719

1　予備費 18,719

収　　　入 (単位：千円)

款 項 目 予定額 備　考

1　資本的収入 4,609,439

1　企業債 1,706,200

1　企業債 1,706,200

2　出資金 1,389,101

1　出資金 1,389,101

3　補助金 1,394,875

1　国庫補助金 1,389,109

2　県補助金 5,766

4　負担金 90,004

1　一般会計負担金 2

2　工事負担金 90,002

資本的収入及び支出
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款 項 目 予定額 備　考

5　加入金 29,257

1　加入金 29,257

6　固定資産
　 売却代金

2

1　固定資産売却代金 2

支　　　出 (単位：千円)

款 項 目 予定額 備　考

1　資本的支出 5,390,477

1　建設改良費 5,038,685

1　広域化施設整備費 3,615,537

2　運営基盤強化事業費 768,321

3　一般建設改良費 633,756

4　固定資産費 21,071

2　企業債
 　償還金

337,892

1　企業債償還金 337,892

3　予備費 5,000

1　予備費 5,000
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(単位：千円)

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純損益 △ 54,872

　　減価償却費 1,229,581

　　固定資産除却損 9,923

　　引当金の増減額 598

　　長期前受金戻入額 △ 527,374

　　受取利息 1,147

　　支払利息 81,928

　　未収金の増減額 △ 347

　　たな卸資産の増減額 △ 636

　　未払金の増減額 △ 95,111

　　その他流動負債の増減額 △ 100

　　　小計 644,737

　　利息の受取額 △ 1,147

　　利息の支払額 △ 81,928

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 561,662

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 4,530,863

　　国庫補助金等による収入 1,268,065

　　負担金による収入 90,001

　　加入金による収入 9,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,163,797

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　企業債による収入 1,616,200

　　企業債等の償還による支出 △ 337,863

　　建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金の償還による支出 △ 6,500

　　その他の他会計借入金の償還による支出 △ 2,400

　　他会計からの出資による収入 1,389,100

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 2,658,537

　資金増減額 56,402

　資金期首残高 2,883,336

　資金期末残高 2,939,738

令和２年度田川広域水道企業団水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

(令和2年4月1日から令和3年3月31日まで)
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1　総　括

(単位　千円)

特
別
職

一
般
職

報酬 給料 賃金
職員
手当等

計

(0) (16) (0) (27,446) (0) (6,542) (33,988) (5,096) (39,084)
19 56 848 175,570 0 95,667 272,085 53,787 325,872

資本勘定
支弁職員

0 10 0 32,754 0 24,663 57,417 10,865 68,282

(0) (16) (0) (27,446) (0) (6,542) (33,988) (5,096) (39,084)
19 66 848 208,324 0 120,330 329,502 64,652 394,154

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)
19 41 791 167,258 28,349 106,914 303,312 56,404 359,716

資本勘定
支弁職員

1 9 2,897 31,254 0 22,757 56,908 12,547 69,455

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)
20 50 3,688 198,512 28,349 129,671 360,220 68,951 429,171

(0) (16) (0) (27,446) (0) (6,542) (33,988) (5,096) (39,084)
0 15 57 8,312 △28,349 △11,247 △31,227 △2,617 △33,844

資本勘定
支弁職員

△1 1 △2,897 1,500 0 1,906 509 △1,682 △1,173

(0) (16) (0) (27,446) (0) (6,542) (33,988) (5,096) (39,084)
△1 16 △2,840 9,812 △28,349 △9,341 △30,718 △4,299 △35,017

※賞与引当金繰入額は報酬、賃金、職員手当等、法定福利費の各項目に相当額を含める。

※（　）内は、会計年度任用職員分の内書き

(単位　千円)

本年度 2,677 2,981 54,599 19,824 0 803 4,303

前年度 2,687 3,854 56,823 14,305 0 684 4,520

比　較 △10 △873 △2,224 5,519 0 119 △217

本年度 25,255 0

前年度 25,924 9,988

比　較 △669 △9,988

給与費明細書

区　　分

職員数
(人)

給　　与　　費
法定
福利費

合　計

本
年
度

損益勘定
支弁職員

合　　計

前
年
度

損益勘定
支弁職員

合　　計

比
較

損益勘定
支弁職員

合　　計

職
員
手
当
等
内
訳

区　分
休 日
勤 務
手 当

管理職員
特別勤務
手 当

6,528

8,206

△1,678

時 間 外
勤 務
手 当

夜 間
勤 務
手 当

扶 養
手 当

通 勤
手 当

住 居
手 当

期 末
勤 勉
手 当

3,360

2,680

680

職
員
手
当
等
内
訳

区　分
児 童
手 当

賞与引当
金繰入額

退 職
給 付 費

-　8　-



2　給料及び職員手当等の増減額の明細

（単位　千円）

備考

3　給料及び手当の状況

(1) 職員1人当たりの給与 （単位　円）

(2)初任給（一般職） （単位　円）

田川市
派遣

川崎町
派遣

糸田町
派遣

福智町
派遣

平均

154,900 150,600 150,600 150,600 151,675

182,200 182,200 182,200 182,200 182,200

154,900 150,600 150,600 150,600 151,675

182,200 182,200 182,200 182,200 182,200

説　明

給料 9,812

給与改定に伴う増減分 30

区分 増減額 増減事由別内訳

普通昇給に伴う増減分 61

会計年度任用職員の増減分 27,446

その他の増減分 △ 17,725 人事異動による減

制度改正に伴う増減分 240

その他の増減分 △ 16,123 人事異動による減

区分 一般企業職 技能労務企業職

職員手当等 △ 9,341 会計年度任用職員の増減分 6,542

令和2年
　4月1日現在

平均給料
月額

311,941 346,325

294,885

平均給与
月額

363,831 417,342

平均年齢
(歳)

40.4 51.3

区分

企業団
高校卒

大学卒

一般会計
高校卒

大学卒

平均給与
月額

376,551 353,856

平均年齢
(歳)

42.9 50.6

平成31年
　4月1日現在

平均給料
月額

313,526
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(3)級別職員数及び標準的な職務内容(令和２年４月１日)

2級 3級 4級 5級 6級 7級 計
標準的

職務内容
主任の職務

係長・主査
の職務

課長補佐の職
務

課長の職務 部長の職務 -

職員数(人) 6 3 7 3 1 1 21

構成比(％) 28.6% 14.3% 33.3% 14.3% 4.8% 4.8% 100.0%

標準的
職務内容

主査・主任
主事の職務

係長の職務 - -

職員数(人) 2 2 3 1 - - 9

構成比(％) 22.2% 22.2% 33.3% 11.1% - - 100.0%

標準的
職務内容

主事の職務
(高度)

主査の職務 係長の職務
課長補佐の職

務
課長の職務 - -

職員数(人) 3 1 - - 1 - 6

構成比(％) 50.0% 16.7% - - 16.7% - 100.0%

標準的
職務内容

主査・主任
主事の職務

係長・主査
の職務

主幹の職務 課長の職務 - -

職員数(人) 1 1 4 - 1 - 9

構成比(％) 11.1% 11.1% 44.4% - 11.1% - 100.0%

職員数(人) 12 7 14 4 3 1 45

構成比(％) 26.7% 15.6% 31.1% 8.9% 6.7% 2.2% 100.0%

(4)昇給 (単位：人)

川
崎
町
派
遣

主事の職務 課長の職務

1

11.1%

区分 1級

田
川
市
派
遣

主事(補)・技師(補)の
職務

-

-

糸
田
町
派
遣

主事の職務

1

16.7%

福
智
町
派
遣

主事の職務

2

22.2%

計
4

8.9%

区分 一般企業職 技能労務企業職

昇給に係る職員数(B) 40 1

　2号級 5 0

　3号級 1 0

　4号級 33 1

本
年
度

職員数(A) 42 3

　8号級 2 0

　8号級 1 0

比率(B/A)％ 95.24 33.33

比率(B/A)％ 97.62 25.00

　2号級 3 0

　3号級 1 0

　4号級 35 1

前
年
度

職員数(A) 42 4

昇給に係る職員数(B) 41 1
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(5)期末手当、勤勉手当

田川市
派遣

川崎町
派遣

糸田町
派遣

福智町
派遣

2.250 2.250 2.250 2.250

2.250 2.250 2.250 2.250

4.500 4.500 4.500 4.500

有 有 有 有

2.225 2.225 2.225 2.225

2.275 2.275 2.275 2.275

4.500 4.500 4.500 4.500

有 有 有 有

2.250 2.250 2.250 2.250

2.250 2.250 2.250 2.250

4.500 4.500 4.500 4.500

有 有 有 有

(6)定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続
の者(月数)

25年勤続
の者(月数)

35年勤続
の者(月数)

最高限度 備考

24.6 33.3 47.7 47.7

24.6 33.3 47.7 47.7

24.6 33.3 47.7 47.7

24.6 33.3 47.7 47.7

24.6 33.3 47.7 47.7

24.6 33.3 47.7 47.7

24.6 33.3 47.7 47.7

24.6 33.3 47.7 47.7

(7)その他手当の一般会計との異同

田川市
派遣

川崎町
派遣

糸田町
派遣

福智町
派遣

同一 同一 同一 同一

同一 同一 同一 同一

同一 同一 同一 同一

- - - -

区分

本
年
度

期別
支給率

6月(月分)

12月(月分)

支給率計

加算措置等

前
年
度

期別
支給率

6月(月分)

12月(月分)

支給率計

加算措置等

12月(月分)

支給率計

加算措置等

川
崎
町
派
遣

支給率等 定年前早期退職特例措置

一般会計の制度 定年前早期退職特例措置

区分 その他の加算措置等

田
川
市
派
遣

支給率等 定年前早期退職特例措置

一般会計の制度 定年前早期退職特例措置

一
般
会
計

期別
支給率

6月(月分)

異同の内容

福
智
町
派
遣

支給率等 定年前早期退職特例措置

一般会計の制度 定年前早期退職特例措置

糸
田
町
派
遣

支給率等 定年前早期退職特例措置

一般会計の制度 定年前早期退職特例措置

扶養手当

住居手当

通勤手当
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(単位　千円)

１　固定資産

　(1) 有形固定資産

　　イ　土地 3,281,834

　　ロ　建物 1,369,108

　　　　減価償却累計額 △ 664,312 704,796

　　ハ　構築物 45,315,684

　　　　減価償却累計額 △ 20,536,164 24,779,520

　　ニ　機械及び装置 7,016,026

　　　　減価償却累計額 △ 5,956,608 1,059,418

　　ホ　車両運搬具 22,120

　　　　減価償却累計額 △ 20,620 1,500

　　ヘ　工具、器具及び備品 169,323

　　　　減価償却累計額 △ 204,704 △ 35,381

　　ト　建設仮勘定 4,776,598

　　　有形固定資産合計 34,568,285

　(2) 無形固定資産

　　イ　水利権 10,652,096

　　ロ　ダム使用権 48,898

　　ハ　電話加入権 730

　　　無形固定資産合計 10,701,724

　　　固定資産合計 45,270,009

２　流動資産

　(1) 現金・預金 2,939,738

　(2) 未収金 777,196

　　　貸倒引当金 △ 191,893 585,303

　(3) 短期有価証券 600,272

　(4) 貯蔵品 41,409

　(5) 前払い費用 1,585

　(6) その他流動資産 94,106

　　　流動資産合計 4,262,413

　　　資産合計 49,532,422

令和２年度田川広域水道企業団水道事業会計予定貸借対照表

(令和3年3月31日)

(資産の部)

-　12　-



３　固定負債

　(1) 企業債 6,489,070

　(2) 借入金 86,400

　(3) 引当金 91,681

　　　固定負債合計 6,667,151

４　流動負債

　(1) 企業債 257,556

　(2) 借入金 47,620

　(3) 未払金 783,603

　(4) 前受金 437

　(5) 引当金 28,053

　(6) 預り金 1,508

　(7) その他流動負債 117,025

　　　流動負債合計 1,235,802

５　繰延収益

　　　長期前受金 32,784,796

　　　収益化累計額 △ 12,640,218

　　　繰延収益合計 20,144,578

　　　負債合計 28,047,531

６　資本金 14,667,859

７　剰余金

　(1) 資本剰余金

　　イ　国庫補助金 1,281,808

　　ロ　県費補助金 275,315

　　ハ　他会計負担金・補助金 35,942

　　ニ　工事負担金 24,442

　　ホ　受贈財産評価額 202,234

　　ヘ　加入金 239,322

　　ト　産炭交付金 324,887

　　チ　その他資本剰余金 11,141

　　　資本剰余金合計 2,395,091

(資本の部)

(負債の部)

-　13　-



　(2) 利益剰余金

　　イ　減債積立金 1,734,650

　　ロ　利益積立金 491,015

　　ハ　建設改良積立金 675,182

　　ニ　水道事業財政調整積立金 38,623

　　ホ　未処分利益剰余金 1,482,471

　　　利益剰余金合計 4,421,941

　　　剰余金合計 6,817,032

　　　資本合計 21,484,891

　　　負債資本合計 49,532,422
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(単位：千円)

１　営業収益

　(1) 給水収益 2,524,671

　(2) 受託工事収益 15,266

　(3) その他の営業収益 7,403 2,547,340

２　営業費用

　(1) 原水及び浄水費 1,216,030

　(2) 配水及び給水費 275,507

　(3) 受託工事費 15,266

　(4) 総係費 293,915

　(5) 減価償却費 1,200,605

　(6) 資産減耗費 33,195

　(7) その他営業費 5,104 3,039,622

　　営業損失 △ 492,282

３　営業外収益

　(1) 受取利息 1,318

　(2) 他会計補助金 3,204

　(3) 県補助金 1,035

　(4) 長期前受金戻入 564,603

　(5) 受託工事収益 15,076

　(6) 雑収益 3,978 589,214

４　営業外費用

　(1) 支払利息 87,565

　(2) 受託工事費 15,079

　(3) 雑支出 1,011 103,655 485,559

　　経常損失 △ 6,723

５　特別利益

　(1) 固定資産売却益 1

　(2) 過年度損益修正益 1

　(3) その他特別利益 1 3

６　特別損失

　(1) 固定資産売却損 1

　(2) 過年度損益修正損 2,129

　(3) その他特別損失 1,000 3,130 △ 3,127

　　純損失 △ 9,850

　　前年度繰越利益剰余金 1,776,219

　　当年度未処分利益剰余金 1,766,369

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

令和元年度田川広域水道企業団水道事業会計予定損益計算書
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(単位　千円)

１　固定資産

　(1) 有形固定資産

　　イ　土地 3,281,834

　　ロ　建物 1,369,108

　　　　減価償却累計額 △ 637,499 731,609

　　ハ　構築物 44,855,204

　　　　減価償却累計額 △ 19,748,535 25,106,669

　　ニ　機械及び装置 7,007,780

　　　　減価償却累計額 △ 5,851,621 1,156,159

　　ホ　車両運搬具 22,120

　　　　減価償却累計額 △ 20,070 2,050

　　ヘ　工具、器具及び備品 169,323

　　　　減価償却累計額 △ 120,512 48,811

　　ト　建設仮勘定 786,484

　　　有形固定資産合計 31,113,616

　(2) 無形固定資産

　　イ　水利権 10,866,663

　　ロ　ダム使用権 49,684

　　ハ　電話加入権 639

　　　無形固定資産合計 10,916,986

　　　固定資産合計 42,030,602

２　流動資産

　(1) 現金・預金 2,883,336

　(2) 未収金 763,037

　　　貸倒引当金 △ 191,951 571,086

　(3) 短期有価証券 600,272

　(4) 貯蔵品 41,477

　(5) 前払い費用 1,585

　(6) その他流動資産 101,961

　　　流動資産合計 4,199,717

　　　資産合計 46,230,319

令和元年度田川広域水道企業団水道事業会計予定貸借対照表

（令和２年３月３１日）

(資産の部)
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３　固定負債

　(1) 企業債 5,130,528

　(2) 借入金 95,300

　(3) 引当金 91,681

　　　固定負債合計 5,317,509

４　流動負債

　(1) 企業債 301,609

　(2) 借入金 8,900

　(3) 未払金 878,713

　(4) 前受金 437

　(5) 引当金 27,286

　(6) 預り金 31,608

　(7) その他流動負債 46,002

　　　流動負債合計 1,294,555

５　繰延収益

　　　長期前受金 31,426,730

　　　収益化累計額 △ 12,179,164

　　　繰延収益合計 19,247,566

　　　負債合計 25,859,630

６　資本金 13,278,759

８　剰余金

　(1) 資本剰余金

　　イ　国庫補助金 1,281,808

　　ロ　県費補助金 275,315

　　ハ　他会計負担金・補助金 35,942

　　ニ　工事負担金 24,442

　　ホ　受贈財産評価額 202,234

　　ヘ　加入金 230,322

　　ト　産炭交付金 324,887

　　チ　その他資本剰余金 11,141

　　　資本剰余金合計 2,386,091

(負債の部)

(資本の部)
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　(2) 利益剰余金

　　イ　減債積立金 1,734,650

　　ロ　利益積立金 491,015

　　ハ　建設改良積立金 675,182

　　ニ　水道事業財政調整積立金 38,623

　　ホ　未処分利益剰余金 1,766,369

　　　利益剰余金合計 4,705,839

　　　剰余金合計 7,091,930

　　　資本合計 20,370,689

　　　負債資本合計 46,230,319
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注記
Ⅰ　重要な会計方針

１　資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券　　原価法
(2) 貯蔵品　　　先入先出法による原価法

２　固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

・減価償却の方法
建物 定額法
その他 定額法(川崎町は定率法。糸田町の量水器は取替法。)

・主な耐用年数
建物 7～65年
構築物 5～60年
機械及び装置 8～58年
車両運搬具 3～ 8年
工具器具及び備品 2～15年

(2) 無形固定資産
・減価償却の方法

定額法
３　引当金の計上基準

(1) 賞与引当金
職員の期末・勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末に

おける支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。
(2) 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上
している。

４　消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書等関連
重要な非資金取引はない。

Ⅲ　予定貸借対照表等関連
１　引当金の取崩し

(1) 賞与引当金
当年度において、前年度の負担に属する期末手当・勤勉手当及びそれらに係る法定福利

費を支出するため27,286千円を取り崩して対応する。
Ⅳ　セグメント情報の開示

事業ごと及び市町域ごとに区分して経理していることから、セグメント情報の記載を省略
している。

Ⅴ　リース契約により使用する固定資産
１　リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理を行っている。

２　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
1年内 千円
1年超 千円
計 千円35,112

14,955
20,157
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